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■2～15面　第 56 回定期大会議案

■15面　列島 AALA

■16面　わたしと AALA
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日本AALA第56回定期大会
日　時　９月30日土 13：00～ 17：00

10 月1 日 日   9：00 ～ 12：00
会　場　東京労働会館ホール （7階）

JR大塚駅南口から徒歩 8分

第 9次国際署名と会員を増やして大会に参加しよう

＊大会議案を読み、討議しましょう。
　修正などのご意見を 9月 20日（水）までにメールで事務局までお送りください。
＊大会当日は必ず、議案書（機関紙 9月号議案特集号）をご持参ください。
＊電話連絡は大会事務局にお願いします。
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　アメリカ政府は 7 月 7 日、非人道的兵器と
されるクラスター爆弾のウクライナへの供与
を発表、20 日には、ウクライナ軍がロシア
軍に対し既に使用し始めたことを確認しまし
た。アメリカ政府は、国際人権団体などが報
告したロシア軍による使用を「戦争犯罪にあ
たる」と非難していました。国際条約で禁止
された爆弾の双方による使用は、ロシアの侵
略で始まったウクライナ戦争が一層危険な段
階にエスカレートしていることを示していま
す。
　日本 AALA は 7 月 9 日に声明を出し、い
かなる国によるものであれ、使用は許されな
いとして、アメリカ政府に供与の撤回を求め

ました。クラスター爆弾は第二次大戦で使用
されて以来、インドシナなどの戦争で多数の
人びとを殺傷しただけでなく、残された数億
発ともいわれる不発弾で、民間人がいまも死
傷し続けています。今回もウクライナ国内で
長期にわたって犠牲者がでることになりま
す。これを禁止する国際条約は 2010 年に発
効し 111 カ国が締約国となっています。こ
の非人道兵器が「防衛」の名のもとに容認さ
れれば、核兵器の使用にもつながりかねませ
ん。条約を批准して締約国となっている日本
政府は、使用が許されないことを表明すべき
です（声明全文は HP 参照）。

ロシア、ウクライナ双方による

クラスター爆弾の
使用に抗議する

クラスター爆弾で最大の被害を出した
ラオス首都ビエンチャンの COPE センターの展示（2016 年）▶ 
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日本AALA 第56回定期大会議案日本AALA 第56回定期大会議案

1.�ウクライナ戦争と国際秩序の
動揺

許されぬ侵略行為

　ロシアによるウクライナ侵略で
国際情勢は緊張を高めました。一
年間で数十万の死傷者と数百万の
避難民が発生、夥しい家屋と施設、
自然環境が破壊されました。国際
経済も大きな打撃をうけました。
食料、燃料価格の高騰とインフレ
が、コロナ禍に苦しむ各国、とり
わけ経済基盤の脆弱な発展途上国
の国民生活を困難に陥れました。
　国連総会は6回にわたってロシ
ア軍の侵攻を非難し、軍の撤退を
求める決議を採択しました。武力
行使を禁じ、主権平等と領土保全
の尊重を求めた国連憲章を乱暴に
踏みにじり、武力でウクライナに
侵攻し4州を一方的に併合した
プーチン政権の責任が厳しく問わ
れています。
　侵略に抗してたたかうウクライ
ナへの国際的な支援が広がりまし
たが、ロシアの弱体化をねらうア
メリカとNATOはゼレンスキー
政権への財政、人道、軍事支援と
武器供与を拡大（1年間で1500億
ドル=約19兆円）し、戦争は米・
NATOとロシアの全面対決の様相
を強めています。核戦争の危険さ
え高まるなか、武力行使を禁止し
た国連憲章の精神に立ち返り、即

国際情勢

内外の情勢

時停戦と政治解決を求める世論が
高まっています。
　東アジアでも台湾と朝鮮半島を
めぐって緊張がたかまっています。
アメリカは台湾への関与と軍事援
助を強め、中国を挑発しています。
中国は国内で強まるナショナリズ
ムを背景に軍事力を増強し、大規
模な軍事演習を実施してアメリカ
に対抗しています。日本の自公政
権はアメリカと一体となって対中
軍事態勢の強化に取り組み、軍拡
と軍事的緊張の拡大を招いていま
す。
　北朝鮮による核開発やミサイル
発射は国連安保理決議に違反し、
国際社会は懸念をつよめています。
金正恩政権を駆り立てているのは、

「抑止」を口実にしたアメリカによ
る敵視政策と軍事強化です。米韓
合同演習の継続的な実施で、軍事
対決の悪循環が再び始まっていま
す。

緊張激化の背景に
アメリカの軍事戦略 

　欧州でも東アジアでも、緊張激
化の背景には、バイデン政権の国
家安全保障戦略にみられるように、
台頭する中国やロシアの影響力拡
大を抑え込んで覇権を維持しよう
とするアメリカの世界戦略があり
ます。世界ではアメリカの覇権の
後退にともなって、「西側」中心の
世界から多極化、多文明の世界へ

と移行しつつあります。アメリカ
の支配層とネオコン勢力はこの構
造変化（パワーシフト）を受け入
れようとしていません。突出した
軍事力によって「西側」軍事同盟
を拡大強化し、緊張を高めながら、
同盟国や「友好国」への支配を維
持し、みずからの世界戦略に動員
しようとしています。NATOの
東方拡大や東アジアでの日米、米
韓同盟の強化、AUKUSの結成や
QUADの軍事化はその現れです。
　イランやキューバ、ベネズエラ
やニカラグアなど外交の自立を強
める一連の諸国には「制裁」を課
して弱体化させ、親米政権への交
代を誘発させる干渉戦略をとって
います。
　これを支えるためアメリカは世
界の軍事費の40%を使い（ロシア
の10倍、中国の3倍）（2022年版
SIPRI）、世界の80カ国に750の軍
事基地を置き17万人を駐留させて
います。2018年から2020年まで、
85カ国で軍事作戦を行っています。
アメリカによる20年間の「対テ
ロ戦争」によって、93万人の戦闘
員と39万人の民間人が殺害され、
3900万人が家を追われました（2023
年米ブラウン大学調査）。

軍事ブロック強化は矛盾に直面 

　バイデン政権は「民主対専制」
の構図でこれらの政策を正当化し
ています。アメリカに追随するG7
やNATO諸国もまた「ルールに
基づく国際秩序の維持」や「力に
よる一方的現状変更に反対」とい
う言葉で軍事ブロック強化を正当
化しています。しかし以前と違っ

大変革の時代を迎えた世界
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てこれらの戦略はいま、大きな矛
盾と破綻に直面しています。国連
を無視した「対テロ戦争」やイラ
ク侵略など、G7がいう「ルールに
基づく国際秩序」は、国連憲章に
基づく真の「法の支配」ではなく、
米欧による支配のためのルールに
すぎないことが明らかになってい
るからです。
　非「西側」諸国の多く（グロー
バルサウス）は、大国の抗争やこ
うした米戦略から距離を置き独自
の動きを強めています。ウクライ
ナ戦争では、ロシアの侵略を非難
しつつも、ロシアと米NATOの対
立には与せず、中立と非同盟の立
場をとっています。中国やブラジ
ル、インドネシア、アフリカ諸国
などが即時停戦と政治解決をよび
かけています。西側世界でも米戦
略への追随をめぐって亀裂が表面
化しています。スウェーデンとフィ
ンランドはロシアの軍事行動を直
接の脅威とみてNATOに加盟しま
したが、欧州には軍事ブロックの
拡大による世界の分断や核戦争に
反対する人民運動が粘り強く続け
られています。
　世界の人々が求めているのは、
特定の国の核兵器禁止ではく、「す
べての国の核兵器」の廃絶です。
また特定の大国が特権をもつ「秩
序」ではなく、全世界の諸国が平
等の資格で参加する「国連憲章に
基づく真の平和秩序」と、そのた
めの国連改革です。
　こうして世界は、軍事ブロック
の強化によって西側優位を維持し
ようとするG7などの「分断と対
立の世界秩序」か、それとも国連
憲章に基づく「包摂と協調の秩序」
をめぐって対立が鮮明になってい
ます。

2.�自立するグローバルサウスと
非同盟運動�

　分断が深まる世界で、グローバ
ルサウスの存在感が増し、いまや
国際政治を大きく動かす勢力に
なっています。

　グローバルサウス（AALA地域
の新興国・途上国）は、かつて欧
米の植民地として、またラテンア
メリカは米国の裏庭として長期に
わたる搾取と支配をうけてきまし
た。独立後も、その後遺症を引き
ずり、いまも少なくない諸国が貧
困や債務、環境破壊に苦しんでい
ます。しかし早くから東西のブロッ
ク対立から離れて「団結して」歴
史の主体になる道を模索してきま
した。1955年のアジア・アフリカ
会議（バンドン会議）に続く国連
植民地独立付与宣言（1960）を経て、
1961年に発足した非同盟運動は発
展を続けて、今ではグローバルサ
ウスのほとんどの国が参加してい
ます（オブザーバー含め137カ国、
世界人口の7割）。

GDP で G7 を上回る 

　世界の人口80億人のうち約67
憶人がこの地域の人々です。その
経済規模（GDP）はすでに世界の
6割を超え、発達した資本主義国

（40%）を上回っています。購買力
平価ではBRICS諸国（ブラジル、
ロシア、中国、インド、南アフリカ）
5カ国だけですでにG7（米国、英国、
カナダ、フランス、ドイツ、イタ
リア、日本）を上回っています。
　インドのよびかけで今年1月開
かれた「グローバルサウスの声サ
ミット」には、非同盟諸国を中心
に125カ国の首脳と閣僚が参加し、

「南の声を結集して新しい世界秩序
を目指す」決意を表明しました。
非同盟諸国が参加する「G77+中国」
諸国も1974年に国連総会が採択し
た「新国際経済秩序（NEIO）に関
する宣言」50周年を迎える来年に
むけて非同盟運動の活性化に動い
ています。

「西側」の一方的な措置に反対して

　アメリカがキューバをはじめ数
十カ国に課している「制裁」は、
経済戦争の手段となる「国際法違
反の一方的な措置として」と国連

総会で繰り返し決議されています。
多額のドル準備を持つと、米国に
よる金融制裁にさらされやすくな
るとして、多くの国は外貨準備の
分散を進めています。中国やロシ
ア、インド、ブラジル、サウジア
ラビアなどの国々が自国通貨や中
国人民元でより多くの貿易を行う
と発表しました。グローバルサウ
スを中心に「脱ドル化」の動きが
すすんでいます。
　東南アジア諸国連合（ASEAN）
は、2015 年に成立した ASEAN
共同体を基礎に、外部からの大国
の介入に影響されない自主的な平
和の地域つくりを着実にすすめて
います。東南アジア友好協力条約

（TAC）に基づく域外諸国との協
力・共同も広げています。米日な
どによる中国封じ込めには与せず、
中国を含め、どの国も排除しない

「包摂のインド太平洋構想」を掲げ、
平和のイニシアチブを発揮してい
ます。
　長くアメリカに依存してきた中
東諸国全体に自主的に地域の安定
を模索する「和平の波」がおきて
います。長年対立してきたイラン
とサウジアラビアが中国の仲介で
3月に関係を修復。2011年のアラ
ブの春以来、アラブ連盟から排除
されてきたシリアのアサド政権が5
月の連盟首脳会議で正式に復帰し
ました。
　アメリカの「裏庭」とされるラ
テンアメリカ・カリブ海地域では、
メキシコに続いて、ブラジル、チ
リ、アルゼンチン、ペルーで中道
左派が政権に復帰、右派のコロン
ビアでも史上初めて中道左派政権
が誕生しました。革新政権は、影
響力を広げ、アメリカが主導する
米州機構に代わる地域組織CELAC

（ラテンアメリカ・カリブ海諸国
共同体）を強化しています。5月
にはブラジルのルラ大統領の呼び
かけで、南米諸国首脳会議が開か
れ、アメリカの圧力で排除されて
いたベネズエラのマドゥロ大統領
も参加、休止していた南米諸国連
合（UNASUR）の再活性化を決め
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ました。
　コロナ禍に続くウクライナ戦争
の影響で困難に直面するアフリカ
諸国は、ウクライナ戦争への同調
を求める米「西側」諸国の圧力に
とりわけ強く反発、アフリカ連合

（AU）や南部アフリカ諸国連合は

「非同盟」の路線を確認しています。
非同盟諸国首脳会議の次期議長国
にきまっているウガンダは、次回
の第19回非同盟首脳会議を来年1
月に首都カンパラで開催すると正
式に発表して、準備に取り組んで
います。

国内情勢

1.�日本政府は憲法9条に基づく
平和と対話の外交努力をせよ!
日米共同で「戦争する国」づ
くりを強行する岸田政権は日
本と世界の平和に逆行!沖縄
辺野古新基地建設、西南諸島
での自衛隊基地強化を止めよ!

　岸田政権は、2022年 12月 16日、
「安全保障3文書」（「国家安全保
障戦略」、｢防衛力整備計画｣、「国
家防衛戦略」）を「閣議決定」し、
安全保障政策を大転換しました。
それらは敵基地攻撃能力を保有し
日米協力して反撃能力で対処、防
空ミサイル防衛能力、米国製トマ
ホークの取得、2023年度からの「防
衛費」は5年間で 43兆円、税制
措置を講ずるもので、「戦争する国
づくり」の実践にほかなりません。
先制攻撃が可能な敵基地攻撃能力
を保有して他国に脅威を与え、「専
守防衛」を投げ捨てるもので憲法
違反です。「『専守防衛』に徹し他
国に脅威を与える軍事大国になら
ない」というものの世界第3位の
軍事大国になれば果てしない軍拡
競争を過熱させ、またアメリカと
一体に軍事行動を取れば相手の報
復攻撃を受け､日本の安全どころ
か逆に壊滅的打撃を招くことは必
至です。「閣議決定」に対して多
くの国民、元自衛隊幹部からも厳
しい批判が続出しています。軍事
対軍事の悪循環は戦争への道であ
り、私たちが望むものではありま
せん。
　岸田首相は、2021年首相就任
前後から憲法9条をはじめとする
明文改憲の早期実現を繰り返し主

張しています。昨年の臨時国会か
ら衆参の憲法審査会の開催数が増
え、自公、維新、国民民主の改憲
勢力は盛んに改憲を煽っています。
共同通信社の「憲法記念日を前に
憲法に関する世論調査（5/1）」で
は、「憲法改正の機運は高まって
いるか」24%、「高まっていないと
どちらかと言えば高待っていない」
70%、「憲法改正議論を急ぐ必要が
あるか」では「ある」49%、「ない」
48%で拮抗。「9条を改正する必要
があるか」では「ある」53%、「な
い」45%となっています。同じく
共同通信世論調査（5/6）では、「岸
田政権の防衛力強化のための増税」
不支持80%、支持19%、「防衛費
を5年間で43兆円にする方針」適
切でない58%、適切39%、「反撃能
力保有で軍拡競争に繋がるか」つ
ながる59%､つながらない39%、「反
撃能力保有で専守防衛は形骸化す
るか」する64%、しない43%、「安
保3文書の内容を知っているか」
知っている24%、知らない76%、「台
湾有事に対し日本の採るべきこと
は」　外交努力・経済制裁など非軍
事手段56%などです。改憲を許さ
ない世論と運動の結果であるもの
の、「安保3文書」の危険な内容を
広め、改憲策動阻止の運動強めよ
うではありませんか。
　自公政権は、県民の意思を無視
し、完成の見通しが立たない辺野
古新米軍基地建設、与那国、石垣、
宮古の各島での自衛隊基地の開
設、新たなミサイルの配置・強化
を強行しており、県民に不安が広
がっています。米軍と自衛隊によ
るオスプレイの沖縄、岩国、横田、

木更津、厚木、佐賀への配備、横
田基地の米軍司令基地としての強
化、米軍の傍若無人な訓練や行動
を容認する「日米地位協定」、今
年4月の武器見本市の開催など許
せません。今年は現行安保条約が
発効してから63年。安保条約を
廃棄し、基地のない平和な沖縄と
日本の実現、憲法9条に基づく自
主的平和外交を求めます。

2.�立憲主義を蔑ろにして大軍
拡・大増税を強行し、国民の
いのちと暮らしに冷たい岸田
政治をあらわにした第211
回通常国会　

　第 211 回通常国会（今年 1/23
〜 6/21）では 2023年度予算、自
民党と統一協会との深刻な癒着、

「政治とカネ」をめぐる問題、｢41
年ぶりの物価高騰｣といわれる異
常な状況から暮らしと経済の立て
直す問題、「安保3文書」の閣議
決定の強行による国民生活破壊の
大軍拡・大増税などが大問題とな
りました。
　2023年度予算は、3月末に参院
で可決、成立しました。今後5年
間で43兆円の大軍拡を進めるた
めの軍事費を手当たり次第に調達
し､暮らしの予算は軒並み圧縮す
るものです。子育て世代が求める
教育費の負担増と物価高に対する
対策、中小企業支援は軽視されて
います。6兆9000億円と突出した
軍事費は、トマホーク購入など憲
法9条を持つ日本では許されるも
のではありません。東日本大震災
の復興特別所得税の増税、建設国
債の充当も問題となっています。
　4月に入ってから、大軍拡や原
発回帰の方針など重大政策を実行
に移すための法案が審議入りしま
した。大軍拡のための財源確保法
案」、兵器などの開発・生産基盤
を強化するため政府が国内の軍
需産業を支援する「軍需産業支援
法案」、「原発推進等5法案」（GX
電源法案）、外国人の人権を無視
し、国際社会からも批判されてい
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る「入管法改定案」、75歳以上の
高齢者を対象に医療保険料をひき
あげる「健康保険法等改定案」、健
康保険証をマイナンバーカードに
一体化する「マイナンバー法改定
案」が自民、公明、維新、国民民
主の数の力で強引に可決されまし
た。「日本学術会議法改定案」につ
いては日本学術会議が法案の提出
を止めるよう、総会の全会一致で
勧告を出すに至り今国会での審議
はなくなりました。学界、法曹界、
労組、民主団体などの運動の成果
です。政府は学術会議の変質を狙
う企みを断念すべきです。いまこ
そ岸田政権の大軍拡・大増税を許
さないという一点での国民的共同
をひろげて悪法の撤回、廃止させ
ることです。

3.�核兵器廃絶を裏切った「G7
広島ビジョン」、核兵器廃絶・
核軍縮を迫る国際世論と連帯
し、核兵器禁止条約の署名、
批准を日本政府に求める

　5 月中旬の G7 首脳会議は、19
日「核軍縮に関する広島ビジョン」、
20日に｢G7首脳宣言｣を発表しま
した。被爆地広島での開催であり、
核兵器の廃絶への前進となるかが
注目されましたが、「核兵器のない
世界」を「究極の目標」にし、「核
抑止力」論を正当化し、被爆地広
島から核兵器に固執する宣言を発
出したことは許せません。核兵器

禁止条約は、2023 年 1 月現在 92
カ国が署名し、68カ国が批准して
います。反核平和の運動こそが世
界の本流であることを示していま
す。今年11月、核兵器禁止条約第
2回締約国会議が開かれます。
　岸田政権は、日本が唯一の戦争
被爆国であることを自覚し、上記
会議にオブザーバー参加し、同条
約の署名、批准をすべきです。核
兵器廃絶を迫る国際世論と連帯
し、非核・平和の東アジアのため
に同条約の署名を求める自治体の
意見書採択運動、「ヒバクシャ国際
署名」、「第9次国際署名」の取り
組みを強めましょう（日本AALA
の核兵器禁止条約締約国会議の代
表派遣募金：2020年に約55万円
が寄せられています）。

4.�原発ゼロ、地球環境保護、基
本的人権及びジェンダー平等
推進、国民の命、くらし、営
業を守る、平和で安心・安全
な希望ある政治の実現を

　
　東電福島第1原発事故から12年
を迎えましたが、原発の最大限活
用と新規建設などを打ち出した岸
田政権は"原発神話“を復活させ、

「原発推進法」（GX脱炭素電源法）
を強行しました。日本世論調査会
の調査（3月 4日公表）では、原
発の最大限活用を「評価しない」
64%、建設推進に「反対」60%な
ど政府の方針に反対が多数です。

60年を越えて運転できるなどは原
発のリスクを高めるだけです。福
島原発に伴う120万トンを超える
汚染水（ALPS処理）の今夏の海
洋放出に対して90%が「風評被害
が起きる」とこたえています。
気候危機の打開のためや安全・安
心のエネルギー確保のためにも省
エネルギー対策と再エネの普及・
拡大は待ったなしです。エネルギー
の安定供給にとって自給率の向上
が重要です。食糧自給率の向上も
欠かせません。地球環境の危機を
直視し、原発再稼働反対、再生可
能エネルギー中心のエネルギー施
策の確立が必要です。2018年 3月
に野党4党が国会に共同提案した

「原発ゼロ基本法」の審議・成立を
求めます。　　
　「2023年ジェンダーギャップ指
数」は日本が146カ国中125位で
異常な低さとなっています。ケア
労働の低賃金と劣悪な労働条件改
善、生理の貧困、選択的夫婦別姓
制度、LGBTQ差別禁止などジェ
ンダー平等を求める運動が発展し
ています。非同盟運動の原点の一
つである「バンドン10原則」第
1項に掲げる基本的人権とジェン
ダー平等の擁護・発展に努めます。
　2015年の安保法制強行後に結成
された野党共闘は現在の政治を変
える上で決定的と言わねばなりま
せん。平和で安心・安全な政治の
実現のため地域から野党共闘を再
構築することが重要です。

活動方針案
平和と公正な社会をめざす

世界の運動を学び、連帯し、日本を変えよう

Ⅰ．バンドン精神に基づく共存と主権の尊重、
民族自決権の擁護をかかげて

　グローバルサウスの台頭をもう
けて、米欧の世界支配はゆるやか

に衰退にむかっています。もはや
G7 で国際政治を動かすことはで

きません。そのなかで日本の選択
が問われています。
　岸田政権は、グローバルサウス
との関係重視をかかげたが、みず
からすすんで米国覇権による対中
封じ込めの先兵になる道をすすん
でいます。私たちはこれに反対し、
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バンドン精神によるすべての国と
の友好と非核・非同盟中立の日本
への目標をかかげて、非同盟運動
や世界の平和友好勢力との国際連
帯をすすめましょう。

1. 戦争と軍事ブロックの強
化に反対し、独立と主権、
平和を求める世界の人びと
と連帯しよう�

①�ウクライナ戦争の即時停戦、ロ
シア軍の撤退と紛争の平和解決
をもとめます。

②�イスラエルによるガザ攻撃や西
岸軍事占領に反対、パレスチナ
人民を支援します。

③米国のキューバ経済封鎖やラテ
ンアメリカ諸国への干渉に反対
し、自立をめざすラテンアメリカ
人民と連帯します。
④�ミャンマー軍事政の国民弾圧

を糾弾、NLD（国民民主連盟）
と国民統一政府と連帯します。

2. すべての国の核兵器に反
対し、核兵器禁止条約の拡
大をめざす

　世界の反核運動と連帯、非同盟
諸国に核兵器禁止条約の批准を促
します。

3. 東アジアの軍拡競争に反
対し、平和の共同体創設に
むけて

①�アメリカによるインド太平洋
での軍事同盟強化に反対し、
ASEAN の包摂的なインド太平
洋平和構想を支持します。

②�東アジア平和共同体の結成をめ
ざして、第 9 次国際署名運動を
すすめます。また署名運動 10
周年の成果にたって新たな運動
形態を発展させ、アジア諸国民
との連帯をすすめます。

③�南西諸島のミサイル基地化に反
対し、非武装化を求めます。

④�辺野古基地の建設に反対し、沖
縄の米軍基地撤去をすすめ、沖

Ⅱ．「安保3文書」の危険な内容を明らかにし、
大軍拡・大増税強行の悪政から国民の命と暮ら
しを守るたたかいをすすめ、日本を戦争する国
にすることに反対し、憲法9条改悪を許さず、
民主主義と平和主義を守ろう

①�憲法 9 条の明文改憲に反対、憲
法違反の新安保法制 = 戦争法
の実践である「安保 3 文書」の
閣議決定の撤回を求めます。「専
守防衛」を投げ捨て先制攻撃が
可能な敵基地攻撃能力の保有に
反対します。予算増で世界第 3
位の軍事大国になることは軍拡
競争を過熱させ、アメリカと一
体の軍事行動を取れば相手の報
復攻撃を受けることは必至で
す。大軍拡・大増税に反対する
立憲野党と市民の共闘を再構築
し、発展させます。

②�今後 5 年間で 43 兆円もの大軍
拡のための「軍拡財源確保法
案」、兵器などの開発・生産基
盤を強化するために政府が国内
の軍需産業を支援する「軍需産
業支援法」に反対します。　

　�　成立した 2023 年度予算は総
額 114 兆 4000 億円であり、「防
衛関係予算」10.2 兆円で前年度

比 89% 増、歳出の 9% が軍事
費という異常な大軍拡です。社
会保障費の圧縮、中小企業対策
費の減額など、国民の暮らしを
犠牲にすることに反対します。

③�共謀罪法は廃止、特定秘密保護
法の実施や、言論、報道にたい
する政権の弾圧的介入、武器輸
出や軍学共同研究に反対し、「土
地利用規制法」の施行にも反対
します。菅元首相による学術会
議会員任命拒否の撤回を要求し
ます。また、「日本学術会議法
改定案」については学術会議総
会が全会一致で勧告を出すに
至って、今国会での審議はなく
なりました。政府は学術会議の
変質を狙う企みを断念すべきで
す。

④�自公政権の歪んだ歴史認識をた
だし、元「慰安婦」の人権と尊
厳の回復を目指す立場から日本
軍「慰安婦」についての「河野

ロシア大使館前の抗議行動
（2022 年 6 月 10 日）

縄を東アジア全体の平和のハブ
にする運動をすすめます。

⑤�朝鮮半島での軍事挑発と軍事演
習の中止を求めます。

4. あらゆる差別に反対し、
平等と人権の拡大を求める

①�人種、民族、ジェンダー、LG�
BTQ など差別に反対し基本的
人権の擁護、発展に貢献します。

②�在日外国人労働者との交流と人
権保障の拡大に取り組みます。

5. 第 19 回非同盟首脳会議
への参加をめざして�

　グローバルサウスの動向を深

く取材、機関紙や電子版ニューズ
レター「AALA ニューズ」で報
道し、世論の関心にこたえるとと
もに、2024 年 1 月にウガンダで
開催予定の第 19 回非同盟首脳会
議へのオブザーバー参加をめざし
ます。
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談話」に基づき日本軍『慰安
婦』問題の完全解決を目指しま
す。2015 年の日韓両政府の合
意の見直しを求める韓国政府の
要求に対し日本政府の誠実な対
応を求めます。いわゆる「徴用
工」問題も含め植民地支配下の
朝鮮民衆に及ぼした深刻な被害
と人権侵害の歴史的事実にもと
づき、冷静な外交交渉を通じて、
真摯な反省と謝罪および適切な
補償を実現しつつ、問題の完全
な解決を求めます。韓国政府は
3月7日、「徴用工問題の解決策」

（韓国政府傘下の財団が賠償金
の支払いを肩代わりする）を発
表しました。1998 年の「日韓
パートナーシップ共同宣言」の
精神に立って解決されることを
求めます。

⑤�経済産業省の「エネルギー基本
計画」（2021 年 10 月）によれ
ば、原発の再稼働を進め、原発
20 数 %、石炭火力 19% として
います。福島原発事故の現状と
環境や人命に及ぼす原発の危険
性を内外に発信し、原発の再稼
働に反対します。今年（2023
年）日本政府は福島原発で溜ま
り続けている ALPS 処理水を
海洋に放出すると発表していま
す。APLS 処理水が生命体と環
境に危険な影響を及ぼすことが
ないという科学的実証データは
全く示されていません。政府は、
APLS 処理水の海洋投棄を断念
し、他の処理方法を採るべきで
す。原発事故被害者の救済と被
災地の完全復興を要求します。
原発ゼロ、再生エネルギーの普
及に努力します。

⑥�今年、コロナを季節性インフル
エンザ並の「5 類」に引き下げ
ました。医療体制の充実、医療
労働者の働く条件改善、医療職
員増、医療機関への経済的補填、
困窮する事業者、個人への補償
の充実を要求します。

⑦�政府の教育介入に反対し民主教
育・平和教育を進めます。特に、
歴史教科書等の採択に対する権

力的介入（自由社、育鵬社版中
学教科書の押しつけ）、道徳の
教科化による教育内容の強制や

「教育勅語」の「復権」に反対
します。教科書展示会に参加し、
反動的な教科書の採択に反対し
ます。政府権力が教科書で特定
用語の使用を禁止するという学
問への冒涜、子どもの学ぶ権利
の侵害に反対します。現代世界
と未来展望が考えられるような
教科書の実現をめざし、教科書
ネットとともに検討を進め広め
ます。小学校の 35 人学級実現
に続き、さらなる少人数化と中
高での少人数学級実現を求めま
す。

⑧�在日外国人、外国人労働者への
人権侵害をゆるさず、生活と権
利をまもる運動を進めます。技
能実習生制度の改善を求めま
す。ヘイトスピーチなど他民
族蔑視の言動等を許さず、人
権を守る取り組みを進めます。
2021 年に廃案となった「出入
国管理及び難民認定法」（入管
法）と同様の同法改定案に反対
します。スリランカ人女性の事
件の全容解明を求めます。国連
人種差別撤廃委員会から優先的

改善事項として勧告された朝鮮
学校・幼稚園への差別撤廃運動
を進めます。

⑨�労働法制の改悪による、派遣労
働の押しつけ、低賃金、長時間
労働などに反対し、労働者の生
活と権利を守ります。貧困と格
差是正を要求します。消費税
10% を当面 5% に引き下げ、廃
止を求めます。75 歳以上の高
齢者の 2 割負担の実施、国民
健康保険税の大幅引き上げに反
対します。マクロ経済スライド
による年金の削減を止めさせま
す。生活を保障する年金制度を
実現させ、年金の削減や生活保
護など社会保障制度の改悪に反
対します。

⑩�男女平等を促進するために女性
差別撤廃 4 署名（女性差別撤廃
条約選択議定書の批准を求める
請願・民法改正を求める請願・
日本軍『慰安婦』問題の最終解
決を求める請願・民法・戸籍法
の差別的規定の廃止・法改正を
求める請願）に取り組みます。
セクハラ、パワハラなど人権侵
害根絶、LGBTQ/ ジェンダー
平等を推進します。

Ⅲ．核抑止論を正当化した「G7広島ビジョン」
に反対し、核兵器禁止条約の署名、批准を求め、
核兵器の廃絶と軍事同盟の撤廃をめざして

①�唯一の戦争被爆国の国民として
被爆者とともに核兵器廃絶の運
動に参加します。日本政府と国
会にたいし、核兵器禁止条約の
すみやかな調印と批准を求めま
す（現在、署名 92 カ国、批准
68 カ国）。全国の自治体での核
兵器禁止条約批准を求める意見
書採択の取り組みに積極的に連
帯していきます。非同盟諸国首
脳会議のオブザーバー組織とし
て、すべての非同盟諸国に核兵
器禁止条約に参加するよう働き

かけます。2021 年 7 月広島高
裁の「黒い雨訴訟」判決が確定
した今、すべての被爆者の救済

沖縄石垣島集会（2023 年 3 月 5 日）
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を求めます。「核兵器禁止条約
の署名･批准を求める署名」を
進めます。今年 11 月の第 2 回
締約国会議に日本政府がオブ
ザーバー参加することを求めま
す。核兵器廃絶をめざす運動を
さらに広げ、非同盟諸国や世界
の人々と連帯して、原発のない
社会づくりを、また日米軍事同
盟を廃棄して非核・非同盟の日
本をめざします。

②�非同盟諸国や世界の人々と連帯
し、国際会議や外国訪問などあ
らゆる機会を利用し、日米安保
条約や在日米軍基地の実態、広
島・長崎の被爆の実相を明らか
にし、軍事同盟反対や核兵器廃
絶での各国人民との連帯と交流
を深めます。

③�玉城デニー沖縄県知事を先頭
にした辺野古新基地建設阻止の
たたかいに連帯し闘いを進めま
す。3 月 30 日、沖縄県議会は

「日本政府に対話と外交による
平和構築の取り組みを求める意
見書」を可決しました。デニー
知事と沖縄県の、平和を求める
諸活動に連帯します。また、沖
縄をミサイル配備の前進基地で
はなく、平和と対話のハブにす
ることをめざします。沖縄の闘
いを激励し、連帯・支援するツ
アーなどを、今年3月、5月の「沖
縄3島をめぐる平和の旅」の成
果を踏まえて、9月にも企画し
ます。

④�南西諸島での自衛隊基地の強化
に反対し､中止を求めます。横
田基地や岩国基地をはじめ在日
米軍基地の機能強化に反対し、
撤去を求めます。都内各地や米
軍基地の周辺自治体で検出され
た、高濃度のPFAS（有機フッ
素化合物）については横田基地
や米軍基地への立ち入り調査を
求めます。沖縄普天間基地での
MV22オスプレイの危険な訓練、
横田基地へのCV22オプレイの
配備増、低空飛行訓練など、日
本全土での、国民の命と生業を
脅かす訓練に強く反対します。

Ⅳ．各国の市民レベルの連帯・交流を重視し、
非同盟諸国の訪問や交流を企画し、進めます

Ⅴ．運動の前進のために組織の拡大強化、財政
の確立に努力します

①�各国の平和を求める市民社会・
民間組織との連帯を強化し、学
者・研究者・運動家の交流を広
げ、学習と研究活動を重視しま
す。

② �ASEAN 諸国をはじめ世界
各国への訪問ツアーを、日
本 AALA 並びに各都道府県
AALA は引き続き企画し、一
致した課題での市民レベルの交
流を継続します。外国訪問の時
には「戦争するな！どの国も」
国際署名を持参し、広げます。

③�各国の駐日大使館との懇談、イ
ベント参加、文化を交流し、日
本 AALA の歴史・方針・運動

を説明し、一致する課題で協力
します。なお、都道府県AALA
が、外国の組織、駐日外国大使
館などと交流を深めたり、海外
ツアーの実施に当たっては必ず
本部事務局に連絡します。

④�欧米の平和・民主勢力、市民社
会、また在日外国人との交流も
重視し積極的に展開し相互理解
と友好を深めます。

⑤�日本 AALA ならではの文化活
動や国内外ツアーなどを重視
し、AALAの魅力を広めます。
2024年なかばに「台湾の市民と
交流するツアー」を企画します。

1.�次期大会（2025 年）は
日本 AALA 結成 70 周年
です。早期に 5000 人会
員にして、情勢を切り開き、
世代継承の出来る組織への
前進をめざします。また、
すべての都道府県に組織を
確立し強化します

（1）世界の連帯運動、平和
と民主主義、生活と諸権利
を守る運動に確信をもち、
AALA の特徴を生かした活
動を広めます

①�複雑化する世界の情勢や展望に
ついて学ぶため、学術研究部を
中心に学習と研究や交流の機会

を設定します。ASEAN をはじ
め非同盟運動こそ 21 世紀の歴
史を動かす本流であることを学
び、広めます。秋庭稔男著『私
と日本 AALA の 60 年』、『21
世紀を動かす非同盟運動』、『東
アジアを戦争のない平和の地
域に』（ASEAN ブックレット）
の学習と普及を更に努めます。
各都道府県 AALA はオンライ
ンも含む講演会、学習会を企画
し、出来るだけ日本 AALA と
他の友好団体の共催で進めま
す。

②�第 9 次「国際署名」活動を A�
SEAN リーフレット ､ASEAN
ブックレットを使いながら進め
ます。署名活動推進にあたっ

厚木基地、木更津の整備基地撤
廃を求めます。日本各地の反基
地闘争の支援と交流を進めます。
1960年に締結された「日米地位
協定」改定を求めます。鹿児島

県種子島、馬毛島への自衛隊基
地建設に反対し、撤去を求めま
す。ジブチの自衛隊基地強化に
反対し撤去を強く求めます。武
器見本市開催に反対します。
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ては国連憲章、バンドン10原
則や非同盟運動、「平和・協力・
繁栄の東アジア共同体」つくり
の学習をすることが大事です。

③�若者・女性を結集できる学習会
やつどい、AALAカフェの取り
組みを各都道府県AALAで企
画します。出来るだけ未会員に
参加を呼びかけます。

④�平和・友好・連帯などの課題で
国際友好団体や各種団体との交
流・共同を発展させます。

（2）会員を増やすための行動
と教訓を交流し、励ましあっ
て取り組みます

①�次のような基本的手立てと創意
を生かして会員の拡大に取り組
みます。
ⅰ．会員を増やし、活動の活性

化を図り、組織の継承の意義
を話合います。そのうえで常
に対象者を明らかにし、加入
書を常に携帯し、気軽に「加
入しませんか」と訴えます。

ⅱ．都道府県内の主要な労組、
団体、政党などの団体会員を
増やすとともに、各種の団体
役員には会員になっていただ
くように働きかけます。

ⅲ．職場、地域、学園などに支
部を結成し、支部内での交流・
親睦を深め、会員増やしに取
り組みます。事務局（組織部）
作成の「入会のご案内」を活
用します。

ⅳ．特に若者、女性の加入に力
を入れ、組織を活性化します。

技術革新が進む今、それらの
特技を持つ若い世代に加入を
勧めます。SNS を活用して若
者の運動を進めます。

ⅴ．会員増やしを組織的に進め
るため組織部（係）を複数人
で作ります。

②�多様な企画で日本AALAの活
動を思い切って広い層に広げま
す。会員が必要な外国語習得、
また研究を深められるように援
助します。

③�本部事務局（組織部）は「わく
わくニュース」を随時発行し、
会員増やしの経験交流を行いま
す。すべての県に AALA の組
織をつくります。

2.�組織運営においては様々な
意見、異なる意見等を尊重
しあって進めます

　大きく動いている世界の動向を
めぐって、AALA の中でもさま
ざまな認識や見解の違いが生じる
ことは避けられません。私たちは
国際連帯組織として、大いに闊達
な議論をすることが大切であると
考えています。その際、異なる意
見等に対しても相互理解が深まる
方向で節度ある態度が求められま
す。この点を十分に留意して会の
運営に努めます。

3.�連帯運動を支える財政の充
実と事務局体制の強化、各
部の活動の充実に努力しま
す

①�運動の前進と事務局体制を支え
るのは財政の一層の充実と強化
です。100％会費の納入をめざ
し、各都道府県 AALA は会計
実務体制を作り納入を促進しま
す。各県 AALA は、役員会で

「会費が活動を支える根幹」であ
ることを協議・確認し、会費の
請求を定期的に粘り強く行いま
す。長期・高額滞納会員への「納
入を求める」継続した取り組み
を進めます。また会員・読者の
拡大によって財政を豊かにしま
す。各種の物資や AALA 発行
の出版物の販売を促進し財政の
強化に努めます。国際活動の展
開に当たってはカンパ等でも財
政を確保します。

②�専門部の改善と充実をはかりま
す。常任理事・理事は個々の希
望に基づき、いずれかの部に所
属するように努め、運動の前進
にあたります。各部の会議を定
期的に開催し、活動の改善を進
めます。

③�情報・宣伝の時代にふさわしく
対応できるよう各専門部と事務
局が連携を強めます。機関紙の
改善、「AALAニューズ」を含
むホームページの一層の充実と
活用に努めます。

④�都道府県組織の代表・事務局長・
希望者などが参加する会議・学
習会（全国学習交流集会）など
を多様なかたちで開催し、活動
方針の具体化、経験交流と運動
を前進させるために教訓を学び
あいます。2024 年後半に開催
を予定します。

活動報告

11月

6 日（土）
日本 AALA 第 55 会定期大会　
東京・エデュカス　

11 日（木）

駐日ニカラグア臨時代理大使へ
祝賀メッセージ（大統領選でサ
ンディニスタ同盟の勝利にお祝
い）

13 日（土）～ 14（日）
第 19 回「歴史認識と東アジア
の平和」フォーラム Zoom　（田
中代表理事、箱木事務局長、他）

2021 年 16 日（火）
第 1 回三役会議
第 1 回教宣部会

20 日（土）
2021 年日本平和大会（松井）

25 日（木）
国際部学習会

「ウズベキスタン緊急報告＝激
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後期の会費請求発送（京都以東）

2022 年

動のアフガン・中央アジア」
講師：清水学氏

26 日（火）
機関紙発送　

29 日（月）
機関紙　新年号オンライン対談

（栗田禎子教授、吉田代表理事、
司会：田中代表理事）

12月

5 日（日）
愛媛 AALA
日本 AALA 共催平和友好講演

（講師：大西広常任理事）
 6 日（月）
第 2 回三役会議

10 日（金）
（株）きかんしとホームページ
リニューアルの打合せ　

13 日（月）
第 2 回教宣部会

16 日（木）
原水禁大会運営委員会

（箱木事務局長）
キューバ大使館モンソン書記官
パトリシア書記官送別会

（田中代表理事・箱木事務局長）
19 日（日）
茨城ＡＡＬＡ学習会
講師：小松崎顧問
テーマ「世界を動かす非同盟運
動と人権擁護に対する役割」

 20 日（月）
中南米大使館訪問
①石川成幸（seiko）Venezuera
大使② BOLIVIA ナターリア・
サラサール参事官（臨時代理大
使）③クラウディア・ペレス・
ロペスNicaragua臨時代理大使
大会メッセージへの御礼

（田中代表理事、箱木事務局長）
21 日（火）
機関紙発送

22（水）
第 1 回事務局会議　

23 日（木）
会計処理方針の打合せ（岡阿弥
財政部長、箱木事務局長、宮田
会計担当）

24 日（金）

報がはいる
ロシアによるウクライナ侵攻

25 日（金）
機関紙発送
ロシア大使館へ抗議電送信と抗
議声明の作成

28 日（月）
ロシア大使館前で緊急抗議行動
平和委員会と日本 AALA の呼
びかけ参加者 100 人以上
吉田代表理事スピーチ

3月

1 日（火）
第 2 回 ASEAN プロジェクト

7 日（月）
第 5 回三役会議

10 日（木）
ロシア大使館前抗議行動（2 回）
ASEAN プロジェクト署名推進
チーム会議・リーフレット編集

15 日（火）
沖縄連帯・ウクライナ侵略
ノー！行動
有楽町マリオン前
弁士：野本代表理事

16 日（水）
第 5 回教宣部会
ASEAN プロジェクト署名推進
チーム会議・リーフレット編集

18 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（3 回）

24 日（木）
機関紙発送
全国組織・財政担当者会議

25 日（木）
ロシア大使館前抗議行動（4 回）

28 日（月）
第 4 回事務局会議

4月

1 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（5 回）

4 日（月）
第 6 回三役会議

8 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（6 回）

9 日（土）
講演会「協力・共存のアジアを

1月

6 日（木）
後期の会費請求発送終了

（大阪以西）
全労連旗開き（箱木事務局長）

10 日（月）
第 3 回三役会議　　

17 日（月）
�第 2 回事務局会議���

18 日（火）
�第 3 回教宣部会

19 日（水）
国際部学習会
�「ラテンアメリカの最近の動向
をどうみるか」（Zoom）
講師：小池洋一氏（立命館大学）
　　　新藤通弘氏
　　　（ラテンアメリカ研究家）

21 日（金）
ボリビア多民族国家制定記念日
の集い　ボリビア大使館

（田中代表理事、箱木事務局長）
22 日（土）
第 1 回常任理事会　

27 日（木）
機関紙発送
臨時三役会議
常任理事会の確認具体化

2月

7 日（月）
第 4 回三役会議

14 日（月）
第 1 回 ASEAN プロジェクト

17 日（木）
第 4 回教宣部会

18 日（金）
原水禁大会実行委員会総会

（箱木事務局長）
21 日（月）
第 3 回事務局会議　　

24 日（木）
組織部・財政部合同会議
国際部学習会（福田邦夫氏）
※学習会中にウクライナ侵攻一
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めざす ASEAN の挑戦」
主催：岡山 AALA
共催：日本 AALA
講師：井上歩氏（しんぶん赤旗
記者）

15 日（金）
ミャンマー（NUG）代表を訪問

（田中代表理事、野本各代表理
事、河内常任理事、箱木事務局
長、小松崎顧問）
第 3 回 ASAN プロジェクト会
議

18 日（月）
第 6 回教宣部会　

19 日（火）
ニカラグア大使館新任大使表敬
訪問
ベネズエラ大使とボリビア大使
へ「ウクライナ侵略への抗議声
明を説明」

（田中代表理事、箱木事務局長）
22 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（7 回）
日本 AALA のホームページを
リニューアル公開　

25 日（月）
第 5 回事務局会議

26 日（火）
機関紙発送　
ASEAN プロジェクト・リーフ
担当会議

28 日（木）
ロシア大使館前抗議行動（8 回）

5月

3 日（火）
5・3 憲法大集会

（有明防災公園）
6 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（9 回）
平和行進スタート集会

（東京・新木場）
7 日（土）
全日本民医連に申し入れ
主にミャンマー支援について

（吉田代表理事、箱木事務局長）
9 日（月） 
第 7 回三役会議

11 日（水）
ウクライナ支援募金を原水協

「ひまわり募金」へ委託（30万円）
13 日（木）
キューバ大使館表敬訪問
新任参事官に表敬訪問

（田中代表理事、箱木事務長）
16 日（月）
第 7 回教宣部会

17 日（火）
第 6 回事務局会議

20 日（木）
ロシア大使館前抗議行動（10回）
ASEAN 学習会�

（富士国際旅行社と日本 AALA
共催）
講師：鈴木勝比古常任理事

25 日（水）
機関紙発送　

30 日（月）～ 31 日（火）　
ASEAN リ ー フ レ ッ ト 各 県
AALA へ発送
9000 部（印刷 1 万部）

6月

2 日（木）
国際部研究会

3 日（金）
第 11 回ロシア大使館前抗議行
動（11 回）

6 日（月）
第 8 回三役会議

10 日（金）
第 11 回ロシア大使館前抗議行
動（12 回）

13 日（月）
第 8 回教宣部会

14 日（火）
第 2 回常任理事会（Zoom 開催）

17 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（13回）

21 日（火）
第 7 回事務局会議

22 日（水）
参議院選挙　公示　

23 日（木）
機関紙発送

24 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（14回）

7月

1 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（15回）

4 日（月）
第 9 回三役会議

18 日（月）
〔海の日〕第 9 回教宣部会
19 日（火）
第 8 回事務局会議

26 日（火）
機関紙発送

29 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（16回）

（本部事務局部屋を隣の空き部
屋に移動、住所変更なし）

8月

（新事務所で業務開始）
1 日（月）
第 10 回三役会議

5 日（金）
原水禁大会（箱木事務局長）

7 日（日）
ボリビア独立式典（千代田区）

（田中代表理事）
8 日（月）
キューバ大使館へお見舞いメール

（石油備蓄基地大火災に対して）
12 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（17回）

17 日（水）
第 10 回教宣部会

18 日（木）
日本平和大会第 3 回実行委員会

（松井）
22 日（月）
第 9 回事務局会議

23 日（火）
Zoom 学習会
講師：駐日カンボジア大使、鈴
木勝比古氏（参加 51 名）

24 日（水）
ロシア大使館前キャンドル抗議
行動（18 回）

25 日（木）
機関紙発送
沖縄県知事選挙（8月25日告示）
9 月 5 日（月）〜 8 日（木）
片岡常任理事（北海道事務局長）
現地で支援活動

26 日（金）
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組織部会
ロシア大使館前抗議行動（19回）

27 日（土）
北海道 AALA 学習会
講師：吉田代表理事

29 日（月）
第 4 回 ASEAN プロジェクト
会議

31 日（水）
安倍元首相国葬反対集会（国会
前）4000 人
東京 AALA、埼玉 AALA など

9月

5 日（月）
第 11 回三役会議

６日（火）
佐藤龍雄常任理事逝去�

9 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（20回）

10 日（土）
新潟 AALA 総会・学習会
講師：田中代表理事

11 日（日）
沖縄県知事選選挙投開票
玉城デニー氏再選勝利！

14 日（水）
第 11 回教宣部会　　

15 日（木）
第 3 回常任理事会

17 日（土）
岡山 AALA 総会・学習会
講師：田中代表理事

20 日（火）
第 10 回事務局会議

26 日（月）
機関紙発送

27 日（火）
国葬反対集会　国会前
キューバ共和国マヌエル・マレ
ロ首相と懇談（田中代表理事）

29 日（木）
国際部学習会
講師：ナターリア・サラサール・
バルデラマ駐日ボリビア多民族
国臨時代理大使
第 4 回 ASEAN プロジェクト
ブックレット作成準備会議

30 日（木）
ロシア大使館前抗議行動（21回）�

10月

2 日（日）
学術研究部学習会「ジェンダー
平等の取り組みを学ぶ」Zoom

3 日（月）
12 回三役会議

 6 日（木）
第 5 回 ASEAN プロジェクト

18 日（火）
第 11 回事務局会議

20 日（木）
第 2 回理事会

21 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（22回）

25 日（火）
機関紙発送

26 日（水）
第 3 回 ASEAN ブックレット
担当者会議　

28 日（金）
平和団体・友好団体オンライン
交流会��　

11月

3 日（木）～ 5 日（土）
ASEAN 市民組織会議／人民
フォーラム（ACSC/APF）　

（Zoom�田中、野本両代表理事）
4 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（23回）

7 日（月）
第 13 回三役会議

10 日（木）
カンボジアツアー説明会

12 日（土）～ 13 日（日）
第 20 回「歴史認識と東アジア
の平和」フォーラム東京会議

13 日（日）～ 14 日（月）
全国学習交流集会（愛知・豊橋）

16 日（水）
第 13 回教宣部会

18 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（24回）

21 日（月）
新年号対談
根本敬上智大学教授と宮城恭子
代表理事（上智大学）

24 日（木）

機関紙発送
26 日（土）～ 27 日（日）
2022 年平和大会（オンライン）

11 月 29 日（火）～ 12 月 4 日（日）
カンボジアツアー（17 人参加）

30 日（水）
訪問団
カンボジア外務相 ASEAN 局
に署名提出

12月

2 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（25回）

5 日（月）
第 14 回三役会議

6 日（火）
新宿西口 6・9 行動
平和・友好団体共同宣伝行動

（吉田代表理事、箱木事務局長）
ニカラグア大使館「Purisima（聖
母マリアを祝う行事）」

（田中代表理事、箱木事務局長）
 9 日（金）
原水協常任理事会（箱木事務局
長）

10 日（土）
東京 AALA
武蔵野・三鷹　ASEAN 学習会
講師：野本久夫代表理事

12 日（月）
第 14 回教宣部会

15 日（木）
平和大会特別企画
カンボジアツアー報告会 Zoom
　47 人参加

16 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（26回）

17 日（土）
群馬 AALA�学習会
講師：田中代表理事

全国学習交流集会
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20 日（火）
第 13 回事務局会議

21 日（水）
機関紙発送

23 日（金）
キューバ大使公邸昼食会

（田中靖宏代表理事）
ロシアによるウクライナ侵略抗
議宣伝活動　渋谷ハチ公前　　
呼びかけ：平和委員会、日本
AALA、原水協　賛同団体 12

2月

3 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（29回）

6 日（月）
第 16 回三役会議

9 日（木）～ 10 日（木）
原水協理事会（箱木事務局長）

10 日（金）
第 1 回 ASEAN プロジェクト
12 日（日）
千葉 AALA 学習会
講師：羽場久美子氏

（Zoom で全国配信）
14 日（火）
第 16 回教宣部会

17 日（金）
第 4 回常任理事会（拡大）
ロシア大使館前抗議行動（30回）

20 日（月）
第 15 回事務局会議

22 日（水）
機関紙発送

24 日（金）
ロシアウクライナ侵略 1 周年�
ロシア大使館前抗議行動（31回）

28 日（火）
ビキニデー原水協全国集会
第 2 分科会
非核平和の日本とアジア

（運営委員：箱木事務局長）
　
3月

1 日（水）
ビキニデー

（2 月 28 日国際交流会分科会・
墓前全体会）

2 日（木）
ASEANブックレット担当者会議

3 日（金）
ロシア大使館抗議行動（32 回）

5 日（日）～ 8 日（水）
国内スタディーツアー第 1 回

「石垣・宮古・与那国の 3 島巡
る平和の旅」

13 日（月）
第 17 回三役会議

15 日（水）
第 17 教宣部会　
千葉・幕張�

武器見本市�DSEI�JAPAN 抗議
行動
千葉 AALA など 300 人

17 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（33回）

19 日（日）
茨城 AALA 学習会

「東アジアを平和の共同体に」
講師：野本久夫代表理事

20 日（月）
キューバ大使館
故コシーオ元駐日大使お別れの
会

（田中靖宏代表理事）
23 日（木）
機関紙発送
武器見本市抗議行動（千葉・幕
張）千葉 AALA や平和委員会
など 300 人

24 日（金）
基本調査発送

29 日（水）
第 15 回事務局会議

30 日（木）
国際部学習会

「米イラク侵攻 20 年、中東と世
界はどうかわったか」
講師：宮田律氏　

4月

3 日（月）
第 18 回三役会議

7 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（34回）

17 日（月）�
第 18 回教宣部会

18 日（火）
第 16 回事務局会議

16 日（日）
京都 AALA と共催
ミャンマー問題（Zoom）

21 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（35回）

22 日（土）
HP リニューアル 1 周年

24 日（月）
発送作業

5月

2023 年

1月

6 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（27回）

8 日（日）
第 15 回三役会議

16 日（月）
第 15 回教宣部会

17 日（火）
第 14 回事務局会議
東京・芝増上寺前で国際署名宣伝
行動

18 日（水）
組織部・財政会

20 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（28回）
◇第 9 次署名用紙全国発送　
ボリビア大使館　建国の集い　

（田中代表理事、箱木事務局長）
25 日（水）
機関紙発送

26 日（木）
ASEAN ブックレット
担当者会議
国際部学習会　中国と両岸問題
講師：岡田充氏　　

カンボジア外務次官との懇談



14　　アジア・アフリカ・ラテンアメリカ　　 昭和 43 年 2 月 24 日第三種郵便物認可　毎月 1 回 1 日発行 2023 年 9 月 1 日発行　No.758

1 日（月）
メーデー

3 日（水）
憲法集会（有明防災公園）

5 日（金）
「畑田重夫先生とのお別れ会」
（吉田代表理事、松井常任理事）
6 日（土）
平和行進スタート集会

8 日（月）
第 19 回三役会議

9 日（火）
吉川春子氏講演会　Zoom

12 日（金）
ASEAN ブックレット編集会議

14 日（日）
武蔵野・三鷹支部
ASEAN 学習会（野本代表理事）

15 日（月）～ 18 日（木）
スタディーツアー「石垣・宮古・
与那国の 3 島巡る平和の旅」第
2 弾

17 日（水）
第 19 回教宣部会

19 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（36回）

20 日（土）
全国革新懇 42 回総会

（野本代表理事）
22 日（月）
ASEAN プロジェクト

23 日（火）
第 17 回事務局会議

25 日（木）
発送作業

26 日（金）
原水禁大会実行委員会総会

（箱木事務局長）
キューバ・ガーナコンサート

（田中代表理事、箱木事務局長）
27 日（土）
兵庫 AALA 総会
記念講演：田中代表理事

6月

5 日（月）
第 20 回三役会議
常任理事会提出用議案討議

10 日（土）
静岡 AALA

ASEAN 学習会
講師：田中代表理事

12 日（月）
AEAN ブックレット編集会議

14 日（水）
第 21 回三役会議（臨時）
ASEAN インドネシア学習会
講師：鈴木勝比古常任理事

15 日（木）
20 回教宣部会

16 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（37回）

17 日（土）
京都 AALA 総会
記念講演：田中靖宏代表理事

18 日（日）
埼玉 AALA 杉戸・宮代・春日
部支部講演会
講師：野本久夫代表理事

20 日（火）
第 18 回事務局会議

21 日（水）
キューバ大使との懇談

（吉田代表理事、田中代表理事、
箱木事務局長）

23 日（金）
機関紙発送　

25 日（日）
西東京 AALA　学習会
グローバルサウス
講師：田中代表理事

27 日（火）
ASEAN プロジェクト

28 日（水）
ニカラグア革命記念日へのメッ
セージ

30 日（金）
組織部会
ASEAN ブックレット会議

7月

3 日（月）
第 22 回三役会議

4 日（火）
第 5 回常任理事会　

7 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（38回）

8 日（土）
日本・キューバ友好協会 60 周
年レセプション

（田中代表理事）
12 日（水）
平和大会実行委員会（松井）

18 日（水）
第 21 回教宣部会
南ア・2023�ネルソン・マンデ
ラ国際デーへメッセージ

21 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（39回）

25 日（火）
発送作業
26 日原水禁大会運営委員会

（箱木事務局長）
27 日（木）
第 19 回事務局会議

28 日（金）
ASEAN プロジェクト

29 日（土）
岡山 AALA 学習会
講師：八重山 AALA・宮良純
一郎さん（Zoom 全国配信）

8月

4 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（40回）
ボリビア独立 198 周年記念式典

（箱木事務局長）
7 日（月）
第 23 回三役会議

8 日（火）
原水禁大会（長崎）第 2 分科会
非核平和のアジアと日本

10 日（木）
ウガンダ大使館訪問

（田中代表理事）
14 日（月）
第 22 回教宣部会

17 日（木）
国際部オンライン学習会

「グローバルサウスとキューバ
の外交政策」
講師：ホセ・ラモン・カバーニャ
ス・ロドリゲス氏 / キューバ国
際政治研究センター（CIPI）所
長

18 日（金）
ロシア大使館前抗議行動（41回）

21 日（月）
第 22 回事務局会議

24 日（木）
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岡山
沖縄をふたたび

戦場にしないたたかいを
　岡山 AALA では、定期総会後
の講演で、南西諸島最西端の与那
国島在住の「八重山戦争マラリア
を語り継ぐ会」事務局長の宮良純
一郎氏にはるばる岡山の地で講演
をしていただきました。
　日本 AALA 主催で今年 3 月、
5 月、9 月（予定）の南西諸島を
戦場にさせないとして基地調査の
旅をしました。岡山からも 2 人
参加しました。その時に宮良氏と
お会いして講演のお願いをしまし
た。与那国から岡山からはあまり
にも遠いので、ZOOM でお願い
したところ、実は岡山理科大学に
留学していて、大学卒業以来一度
も行ってないからぜひ岡山に行き
たいと言われて来ていただくこと
になりました。

　講演ではまず戦争末期の 1945
年 6月に住民に対しての退避命令
が日本軍によって出されました。
その命令は非道なものでマラリア
有病地域に島民が追いやられたの
でした。無病地域に軍の基地を置
くからです。1 週間以内に家畜は
すべて置いていくように、そして
なによりむごいのはマラリヤ有病
地域の山間部に住民が強制的に追
いやられたのです。その結果罹患
率 53.5%、12% の住民 3642 人が
マラリアで命を落としたのでし
た。子ども含む全員がマラリアに
かかり亡くなった家族もたくさん
あったと言われました。沖縄戦で
は実際の戦闘に巻き込まれて命を
落としたのはよく知られているこ
とですが、マラリアで命を落とし
た人が多くいたことは、初めて知
りあまりのむごいことに愕然とし
ました。そのことを日本人の多く
の人はまったく知らないのです。
　南西諸島に自衛隊基地を建設す
る計画は、2008 年から始まって
います。新安保法が施工された
2016 年には与那国島には、巨大
レーダーが林立することになり、
ミサイル基地、弾薬庫、核シェル
ター、地対空誘導弾パトリオット

（PAK-3）配備、また米軍との共
同訓練とまさに戦時体制となって
います。また、与那国の人口は

1650 人そして、自衛隊員は 250
人で、基地推進派の町長が誕生し
て、町は軍政という様相です。住
民による基地反対運動も政権によ
る裏金などの切り崩しがあり、住
民の分断が起きています。多くの
国民にこの実態を広げて、隣国と
の平和的な外交で戦争への道を断
ち切る運動を展開しなければなら
ないと固く決意する、そんな講演
となりました。宮良先生ありがと
うございました。

（事務局次長�脇本延子）

千葉
沖縄をふたたび

戦場にしないたたかいを
　ミャンマーの軍事クーデターか
ら 2 年半あまり、メディアでほ
とんど報じられなくなり、ミャン
マーへの関心が薄らいでいます。
そこで7月 30日、「ミャンマーは、
今�〜私たちにできることは」と
題して、講師にナンミャケーカイ

機関紙発送

9月

1 日（金）～ 3 日（日）
ASEAN 市民会議 / 人民フォー
ラム（ACSC/APF）
インドネシア・ジャカルタ
テーマは「東南アジアにおける
安全な空間の回復、民主主義と
公平性の回復」　　　　

3 日（日）
山口 AALA 総会講演

「台湾有事はあるのか�米中関係
はどうなるのか」

（松宮敏樹氏）
4 日（月）
第 24 回三役会議

6 日（水）
学術部学習会
鈴木宣弘東大教授　

「世界で最初に飢えるのは日本
－食の安全保障をどう守るか」

10 日（日）～ 11 日 （月）
チリ軍事クーデター 50 周年シ
ンポと連帯ツアー
長野県松代

18 日（月）
山形 AALA 講演
田中代表理事

19 日（火）
第 23 回事務局会議

23 日（土）
愛知 AALA 講演
田中代表理事

9 月 30 日（土）～ 10 月 1 日（日）
第 56 回定期大会

（オンラインはなし）
30 日（土）
秋庭稔男さんを偲ぶ会
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非同盟運動の
原点を忘れずに

　日本 AALA との出会いは、
1981 年 5 月から取り組まれた「カ
ンボジアの子どもたちに、鉛筆
10 万本、ノート 10 万冊を贈ろう」
運動でした。呼びかけたのは羽仁
説子さん、丸木政臣さんなど 4 氏。
カンボジアは、ポル・ポト政権に
よる破壊と恐怖政治から、ようや
く新生の歩みを始めたところでし
た。
　AALA の代表団は同年 10 月に
全国から寄せられた文房具のお土

産を持ってカンボジアを訪問、私
は東京都教組の代表として参加。
訪問団は子どもたちや人々から熱
烈な歓迎を受けた。当時の副首相
兼外務大臣フン・セン氏（29 歳）
と会見、「ベトナムの支援を侵略
と米・中・日などは非難している
が、カンボジアの生活を守る友人
である」などと国づくりの抱負を
語った。しかしその後、国際政治
の荒波のもと、経済的には一定復
興したが、政治体制では紆余曲折
が続いているようだ。最近も、「フ
ン・セン首相（70 歳）が事実上
の一党独裁継続か」の報道に接し
て苦々しく思った。
　また、南アフリカのアパルトヘ
イト撤廃をめざす「民族歌舞団ア
マンドラ公演運動」にも取り組ん
だ。マンデラ氏が 90 年に来日し
た時、秋庭稔男事務局長から誘い
があり、東京のホテルで面会した
ことがある。ただ大変に疲れてお
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られ、短時間のあいさつ程度だっ
た。
　そして 1996 年には AALA の
フィリピン訪問団に全教から参
加、米軍基地を 92 年に撤去させ
た闘いから学ぶためである。ク
ラーク米空軍基地、スービック米
海軍基地跡地における再開発を見
学した。米軍基地の環境汚染と
闘っていたグループとも交流。私
は、在日米軍基地のある教職員組
合が共同で作成したパンフレット

『米軍基地早くなくなれ�－21 世
紀に残したいのは緑』を紹介しな
がら、基地被害を訴えた。
　日本の安全保障にとっても、
ASEAN をはじめ非同盟諸国との

「連帯」運動がますます大事と考
える。この間、各国の政権党の「選
択」に疑問を持ち迷ったこともあ
るが、「AALA 機関紙」を注意深
く読み、非同盟運動の原点を忘れ
ないように心がけている。

ンさん（京都精華大学准教授）を
お招きし講演会を行いました。講
師は京都 AALA から紹介してい
ただき、横浜在住ということでリ
アル講演会を開催することができ
ました。
　連日猛暑が続くなか、会場に足
を運ぶことがなかなか難しいので
はと心配しましたが、17 名の参
加でまずまずと胸をなでおろしま
した。
　70 分ほどの講演では、パワー
ポイントを使い、報道写真や
SNS の投稿画像、青少年の描い
た絵、風刺漫画など視覚に訴える
資料を多く用いて、簡単な戦後の
ミャンマーの歴史に始まり、多様
な形態の CDM（市民的不服従運
動）、それに対する軍の弾圧の実

態、日本政府の軍政への対応、そ
して最新のミャンマーニュース

（首都ネピドーで大理石の仏像公
開―軍の権威発揚ーなど）につい
て話されました。参加者からも
次々質問が出され、それらにてい
ねいに対応していただきました。
　講演後に届いたカインさんの
メールです。「先日は、ミャンマー
のことをお伝えできるよう機会を
設けてくださり、ありがとうござ
いました。みなさん、関心を持っ
て聞いてくださったことで勇気づ
けられました。海外で活動してい
る私も含めて在日ミャンマー人た
ちは日本社会で生活していますの
で、日本人のみなさんのご協力と
ご支援なしでは活動が成り立ちま
せん。ましてや今、クーデター後

2 年半以上も経過してしまい、在
日ミャンマー人のなかにも活動継
続が難しい人たちが出始めている
今だからこそ、日本人のみなさん
のお力を借りたいところです」
　今回の講演をきっかけにミャン
マーのニュースを調べたり、機会
を見て募金などの支援をしたり。
まず私たちにできることから始め
てみませんか ?

（事務局長�上田敦子）


